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1. はじめに  

本研究は，地震をトリガーとする地盤災害（斜面崩壊，深層崩壊，地すべり，液状化）について，

先行研究を踏まえて素因・誘因を精査し，その発生可能性の推計に必要な要素とそれを用いた全国的

な推計手法及びその実現性を検討するものである．また，検討した推計手法が現実的であると判断さ

れた場合，推計に必要な要素と推計手法を全国展開し，地震後に迅速な地盤災害の発生可能性を推計

する仕組み（地震時地盤災害推計システム（SGDAS）の改良版）を構築することを目標とする．  

 

2. 研究内容  

令和元年度は，令和元年 6 月 18 日 22 時 22 分頃の山形県沖の地震（以下「山形県沖の地震」とい

う．）に伴う地盤災害を対象として，現行の地震時地盤災害推計システム（以下「SGDAS」という．）

による推計結果の妥当性評価を実施した．また，先行研究を踏まえて SGDAS による推計手法の改良

方法についてブレインストーミングにより検討した．  

山形県沖の地震のマグニチュード（Mj）は 6.7，震源は山形県沖（酒田市の南西 50km 付近）の深さ

14km で，西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型の地震と推定されている．最大震度は新潟県村

上市の 6 強で，山形県鶴岡市で震度 6 弱，北海道から中部地方にかけて震度 5 強～1 が観測された（い

ずれも気象庁 HP より）．SGDAS の推計に利用される推計震度分布情報は 2019 年 6 月 18 日 22 時 26

分に配信され，SGDAS は同日 22 時 28 分に推計結果を配信した．なお，それまでの SGDAS による推

計結果では，地盤災害の発生可能性を 0～4 の 5 段階（0 は無色）で表現していたが，同年 6 月 20 日

の SGDAS の報道発表を機に，発生可能性を大・中・小・無しの 4 段階（無しは無色）での表現に変

更しており，山形県沖の地震では両方の表現で配信された．  

 

3. 得られた成果  

推計結果の妥当性評価結果について，斜面災害（斜面崩壊及び地すべり）と液状化とに分けて報告

する．また，推計手法の改良方法に関する検討結果も併せて報告する．  

3.1 斜面災害推計の妥当性評価結果  

SGDAS による斜面災害の推計結果と現地からの報告やマスコミ情報等による実際の斜面災害（土

砂崩れ，盛土崩壊，落石）発生箇所を重ね合わせたものを図 -1 に示す．これを見ると，実際の斜面災

害発生数はわずかであったのに対し，SGDAS では比較的広い範囲で「発生可能性大」や「発生可能性

中」と推計されていた．これは，それまでの地震における最大震度 6 弱以下では過大評価という傾向

と同様の傾向である．推計結果と推計震度分布を比較すると，発生可能性大・中と推計された範囲は

概ね震度 6 強及び 6 弱の範囲に分布する．一方で，斜面災害（斜面崩壊）の推計で利用されるパラメ

ータの一つである傾斜量と比較すると，発生可能性大・中と推計された範囲は必ずしも傾斜量が大き

いとは言えなかった．また，斜面災害（斜面崩壊）の推計において付加情報として扱われる地質（一
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般的な脆弱地質の地域は発生可能性を 1 段階上げる）について確認すると，発生可能性大・中と推計

された範囲では古い時代の深成岩類及び比較的新しい時代の火山岩類と比較的新しい時代の堆積岩類

が分布しており，崩壊に対して比較的頑健な地質（深成岩類，火山岩類）と脆弱地質な地質（比較的

新しい時代の堆積岩類）が混在する状況であった．以上のことから，今回の斜面災害推計結果には，

震度と一部の脆弱地質の影響が大きく効いており，また，崩壊に対して比較的頑健な地質が分布する

ことで震度の大きさに対して実際の崩壊の発生が抑制されたことにより，推計結果が過大評価となっ

たと推測される．  

 

 

図-1  SGDAS による斜面災害推計結果と実際の斜面災害発生箇所の重ね合わせ図  

 

3.2 液状化推計の妥当性評価結果  

SGDAS による液状化の推計結果と現地からの報告やマスコミ情報等による実際の液状化発生箇所

を重ね合わせたものを図-2に示す．これを見ると，実際の液状化の発生数はわずかであったのに対し，

SGDAS の推計は発生可能性小の範囲が主体であり，やや過大評価ではあるものの，概ね妥当と考えら

れた．なお，推計結果の一部に発生可能性中の領域が見られるが，この場所は震度 5 強の砂丘（低地

隣接砂丘縁）または砂丘間低地に該当し，過去の事例と照らし合わせて液状化が発生してもおかしく

ない条件といえる．また，顕著な液状化が報告された鶴岡駅前は推計結果では発生可能性は無しとな

っているが，この液状化発生地点は 1980 年代の大型商業施設解体時の基礎掘削に伴う砂による埋戻

地（鶴岡市からの情報）であり，この液状化は地形分類情報では把握できない局所的な人工改変を主

因とするもので，既存の地理空間情報を用いて推計する SGDASで抽出することは困難な事例である．  
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図-2  SGDAS による液状化推計結果と実際の液状化発生箇所の重ね合わせ図  

 

3.3 推計手法の改良方法に関する検討  

2013 年の SGDAS 試験運用後に発生した最大震度 6 弱以上の主な地震における推計結果の定性的な

評価結果を表-1 に示す．この表を見ると，推計結果が“適当”または“概ね適当”と判断できる地震

が半数程度を占める一方で，特に震度が小さい地震（震度 6 弱以下．表-1 に含まないものも含む）に

おいては斜面災害も液状化も過大評価となる傾向がある．表-1 においては“概ね適当”としつつも，

やや過大評価となった 2016 年熊本地震における詳細な妥当性の検証結果については中埜・大野（2018）

に示しているが，斜面災害については推計に使用している修正六甲式のアルゴリズム（特に傾斜度の

寄与度）や脆弱な地質の寄与度について改良の必要性を指摘している．修正六甲式のアルゴリズム改

良においては最近の地震での事例の組み込みが必要であるが，少なくとも震度がより小さいケースに

おいて発生可能性が小さくなるような係数の変更等が必要と考えられる．また，現状では修正六甲式

による崩壊予測（崩壊の発生・非発生の判別得点．非発生はすべて 0 に置き換え）を 10m メッシュ単

位で行い，その予測値を 250m メッシュ内で平均し，崩壊の可能性無し（予測値 0）のメッシュを除い

て等比的に設定された閾値に基づき推計値 1～4 に 4 区分し，それをさらに 3 区分（発生可能性大・

中・小）に集約しているが，この方法では閾値の設定時に考慮された過去の地震事例では適当な推計

ができても，それ以降の地震事例（特に現状では震度が相対的に小さい地震）では適当な推計ができ

るとは限らず，過大な傾向となる問題がある．この閾値を，2013 年以降の地震も考慮して検討すると

ともに，例えば震度によって可変とすることで，過大評価が解消される可能性がある．脆弱な地質の

寄与度については，現状では脆弱地質領域の場合は発生可能性を相対的に 1 段階上げる処理を行って

いるが，地質ごとに寄与係数を変更することも考えられる．あるいは，現状で使用可能な 20 万分の 1

シームレス地質情報は表層崩壊が発生する表層の地質状況を必ずしも反映していないことから，表層

堆積物の特性や地盤特性等の土木地質的な特徴を反映していると考えられる Iwahashi et al.（2019）に

基づく 30m メッシュ自動地形分類情報を用いたフィルタリング処理の方が有効である可能性もある． 

液状化の推計は，過去の地震事例に基づく震度と地形分類情報（250m メッシュサイズ）との関係か

ら実施しているため，250m メッシュより空間スケールの小さい地形領域や地形分類情報の区分に含

まれない人工改変地（埋戻地等）については予測することが困難であり，過小評価の要因となる．ま

た，同一地形区分内においても液状化の発生しやすさには差があるとともに，液状化しやすい地形区
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分でも全域で液状化が発生するわけではないため，地形分類情報で面的に推計した際にはどうしても

過大評価となってしまう．これらの過大・過小評価の課題については，例えば国土地理院の土地条件

データのように縮尺 1/25,000 レベルの地形分類情報が存在する地域においてはその地形分類情報を用

いてより小さいメッシュサイズで推計し，情報が存在しない地域は従来の 250m メッシュサイズのデ

ータを使うなどのハイブリッド型の推計を採用したり，中埜ほか（2020）の成果なども考慮して震度

と地形分類情報との関係に割り当てる推計値を若干下方修正することで過大評価を低減したりする方

法が考えられる．ただし，ある程度の過大評価は安全側に見れば有効であり，その低減方法は空振り

率と見逃し率のトレードオフ関係も見据えて慎重に検討する必要がある．  

 

表-1  2013 年以降の主な地震（最大震度 6 弱以上）における SGDAS 推計結果の評価  

 

 

4. 結論  

2019 年の山形県沖の地震を対象に，SGDAS による地盤災害の推計結果の妥当性を評価し，斜面災

害は過大評価，液状化は概ね適当であるものの，やや過大評価という結果となった．今後は，推計手

法の改良方法についてさらに検討を進めるとともに，新たな地震が発生した場合には推計結果の評価

を実施し，推計手法の改良にフィードバックしていく予定である．  
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地震名（最大震度）
災害発生報告の有無 SGDAS推計の評価

備 考
斜面災害 液状化 斜面災害 液状化

2013年4月淡路島の地震(6弱) 無 有 適当 適当
・斜面災害の発生報告はなく、推計も限定的

・液状化の発生報告のあった沿岸部で発生可能性を推計

2014年11月長野県北部の地震(6
弱)

有 無 過大評価 過大評価
・実際の斜面災害発生箇所よりも、より広域で発生と推計

・液状化の発生報告はないものの、平野部の一部で発生と推計

2016年4月熊本地震(本震)(7) 有 有 概ね適当
(やや過大)

概ね適当
(やや過大また
はやや過小)

・斜面災害は阿蘇カルデラ周辺では適当、崩壊の発生報告のない山地部で斜面崩壊の発
生可能性大と推計

・液状化は阿蘇谷などでやや過小評価、大分県などでは過大評価

2016年6月内浦湾（北海道）の
地震(6弱)

無 無 過大評価 適当

・斜面災害の報告事例がないにもかかわらず、やや広域で斜面崩壊の発生可能性大と推
計

・液状化の発生報告はなく、SGDASもほとんど推計せず

2016年10月鳥取県中部地震(6弱) 僅少 無 過大評価 過大評価
・斜面災害、液状化ともほとんど報告事例がないにもかかわらず、比較的広域で発生可
能性大と推計

2016年12月茨城県北部の地震(6
弱)

僅少 無 適当 過大評価
・斜面災害の発生報告は僅少で、SGDASもほとんど推計せず

・液状化の報告事例がないにもかかわらず、やや広域で発生可能性を推計

2018年4月島根県西部の地震(6弱) 無 無 過大評価
概ね適当

(やや過大)

・斜面災害、液状化ともほとんど報告事例がないにもかかわらず、やや広域で発生可能
性大と推計

2018年6月大阪府北部の地震(6
弱)

無 無 概ね適当
(やや過大)

概ね適当
(やや過大)

・斜面災害、液状化ともほとんど報告事例がないのに対し、やや広域で発生可能性小と
推計

2018年9月北海道胆振東部地震
(7)

有 有 適当
概ね適当
(やや過大また
はやや過小)

・実際の斜面災害の発生箇所を中心に発生可能性大と推計

・液状化は札幌市清田区のような人工改変地では推計できず。その他は全体的に過大評
価。

2019年1月熊本地方の地震(6弱) 無 無 適当 適当 ・斜面災害、液状化ともほとんど発生せず、推計も限定的

2019年2月北海道胆振中東部の
地震(6弱)

無 無 過大評価 過大評価
・斜面災害、液状化ともほとんど報告事例がないにもかかわらず、比較的広域で発生可
能性大と推計

2019年6月山形県沖の地震(6強) 僅少 僅少 過大評価 概ね適当
(やや過大)

・斜面災害の発生はわずかであったが、広域で発生可能性大または中と推計

・液状化の発生はわずかであったのに対し、発生可能性小の推計が主体
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